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新水道ビジョンにおけるアセットマネジメント 

全ての水道事業者が資産管理（アセットマネジメント）を 

実施し、将来の更新計画や財政収支等を明示 

持続 安全 強靱 

全ての国民が、いつでも
どこでも、水をおいしく飲
める水道 

給水人口や給水量が減
少した状況においても、
健全かつ安定的な事業
運営が可能な水道 

自然災害等による被災
を最小限にとどめ、被災
した場合であっても、迅
速に復旧できるしなや
かな水道 
 

               

  

水道の理想像 
時代や環境の変化に対して的確に対応しつつ、水質基準に適
合した水が、必要な量、いつでも、どこでも、誰でも、合理的な
対価をもって、持続的に受け取ることが可能な水道。 

当面の目標点（持続） 



水道における 
アセットマネジメントについて 

説 明 内 容 



 水道事業におけるアセットマネジメント 

長期的な視点での持続可能な水道施設の管理運営には、 
アセットマネジメントが必要不可欠 

水道事業におけるアセットマネジメントとは・・・ 
  → 水道施設による給水サービスを継続していくために必要な補修、更新と

いった施設管理に必要な費用と、そのための財源を算定し、長期的視点
に立って経営していくことである。 

アセットマネジメント実践 

金額 

更新需要 
投資可能額 

 ｜    ｜    ｜    ｜    ｜ 
現在 10年後   20年後 30年後 40年後 

更新需要に対
応できない 

金額 

 ｜    ｜    ｜    ｜    ｜ 
現在 10年後   20年後 30年後 40年後 

健全施設の 
供用延長等 

耐震化を伴う 
更新の前倒し等 

金額 

 ｜    ｜    ｜    ｜    ｜ 
現在 10年後   20年後 30年後 40年後 

40年後までに○○億円が必要 

持続可能な 
事業運営へ 

更新需要の平準化 「今後必要な施設整備費用」
と「財源見通し」の比較 

施設の統廃合、ダウン
サイジング等により、更
新費用の削減の検討 

料金改訂等により、
財源の確保の検討 



 厚生労働省のアセットマネジメントに関する取り組み 

厚生労働省は、平成21年7月7日に「水道事業におけるアセットマネジメント（資
産管理）に関する手引き」を作成した。 
中小の水道事業体においては、手引きが詳しいためすぐに実践するには活用

しにくい面もあると考えられることから、アセットマネジメント実践のための簡易
支援ツールを作成し、平成25年6月に公表した。 
平成25年度の全体の実施率は平成24年から1年で22.2ポイント上昇した（399事

業者が簡易支援ツールを使用してアセットマネジメントの実施、検討を行った）。 

アセットマネジメントの実施状況 （単位：事業者数） 

計画給水人口  
5万人未

満 
5万人～
10万人 

10万人～
25万人 

25万人～
50万人 

50万人以
上  

用水供給
事業  

合  計 

H24 割  合 12.5% 46.4% 66.2% 72.1% 84.0% 67.0% 29.4% 

H25 

調査事業者数 958 209 144 57 26 92 1,486 

実施事業者数 348 145 126 53 26 69 767 

割  合 36.3% 69.4% 87.5% 93.0% 100% 75.0% 51.6% 

H24からH25への割合
の伸び（ポイント） 

23.8 23.0 21.3 20.9 16.0 8.0 22.2 

（平成26年1月末時点） 注）実施事業者数には実施中の事業者も含まれる 



（単位：事業者数） 
財政収支見通し 

の検討手法 タイプA 
（簡略型） 

タイプB 
（簡略型） 

タイプC 
（標準型） 

タイプD 
（詳細型） 更新需要 

見通しの検討手法 

タイプ１（簡略型） 73 4 128   
タイプ２（簡略型） 14 102 122   
タイプ３（標準型） 11 251   
タイプ４（詳細型）       29 

※平成25年度運営状況調査より抽出。なお、タイプ分け項目の未回答事業者(33事業)は未計上。 

 実施タイプは、「まずは着手」のタイプ１Ｃが大きく増加した。 
 これからはアセットマネジメント実施事業者の精度向上にも取り組んでいく必要がある。 

 厚生労働省のアセットマネジメントに関する取り組み 

（単位：事業者数） 
財政収支見通し 

の検討手法 タイプA 
（簡略型） 

タイプB 
（簡略型） 

タイプC 
（標準型） 

タイプD 
（詳細型） 更新需要 

見通しの検討手法 

タイプ１（簡略型） 23 3 3   
タイプ２（簡略型） 10 100 62   
タイプ３（標準型） 1 13 199   
タイプ４（詳細型）       19 

Ｈ２４年度 

Ｈ２５年度 

※平成24年度運営状況調査より抽出。なお、タイプ分け項目の未回答事業者(7事業)は未計上。 



 都道府県別アセットマネジメントの実施状況（H25) 

（平成26年1月末時点） 注）実施率には実施中も含まれる 



 簡 易 支 援 ツ ー ル 

最小限の手間でアセットマネジメントの実施が可能 
 → 建設改良費の経年実績と最新年度の決算のみでアセットマネジメントの検

討ができる 

施設の更新費用に関して容易にレベルアップが可能 
 → 施設の能力から更新費用を算出し、施設毎の更新費用として容易に整理す

ることができる 

簡易支援ツールとは・・・ 

まずはアセットマネジメントに着手することで、 
 今のままでいったら将来どうなるかを知ってもらいたい。 
●これまでと同じ水道料金でいいのか？ 
●これまでと同じ規模の施設でいいのか？ダウンサイジングは必要ないのか？ 
●これまでと同じ更新量でいいのか？ 
●周辺の水道事業者との連携（広域化）は必要ないか？ 

簡易支援ツールに期待すること 



簡易支援ツールとは 

検討作業を支援する２つのエクセルファイル 
 
 

「水道事業におけるアセットマネジメント（資産管理）に関する手引き」 

記入様式 支援ファイル 

 

◎２つのファイルを１つにまとめたエクセルで作られたアセットマネ
ジメントの検討を支援するためのファイル（ツール） 

 
◎「支援ファイル」から「記入様式」へのデータコピーなどの作業をマ

クロを組み込むことで自動化し、検討作業をより容易に行える 
 

 

簡易支援ツール 



ステップ１：ひととおりやってみる 

ステップ２：施設ごとに更新費用を算出してみる 

ステップ３：更新基準と更新規模の精度を上げる 

■最小限のデータ入力 
  ○年次別の建設改良費 
  ○最新年度の決算値    

■容易に入手可能な施設・管路のデータから 
  更新費用を自動算出 
  ○実際に維持管理している施設のリスト 
    (施設規模と建設時期） 
  ○水道統計の管種別延長データ 

■中長期の更新計画へ 
  ○耐震診断結果などから施設ごとに更新基準変更 
  ○施設の統廃合や更新規模のダウンサイジング 
  ○料金水準の変更など財源の検討     

 簡易支援ツールの構成と主なポイント 



 ステップ１ ひととおりやってみる 

業務量 年間有収水量（千m3) 3,757 企業債 0

給水収益（料金収入） 550,764 他会計出資補助金 0

その他営業収益 41,723 他会計借入金 0

営業外収益 2,242 国庫（県）補助金 15,000

特別利益 0 工事負担金 13,912

人件費 98,651 その他 0

維持管理費 152,003 事業費 243,798

支払利息 24,097 企業債償還金 59,583

減価償却費 216,545 他会計長期借入金償還金 0

受水費 90,970 その他 0

その他費 219 基準年度 流動資産 1,190,137

791,809 資金残高 流動負債 15,700

算定ﾃﾞｰﾀ 引当金 28,000

貯蔵品 1,738

企業債残高

収益的収支

資本的収支

平成24年度決算値年度 建設改良費(千円）

S 48 254,741

S 49 181,150
S 50 259,075

S 51 489,586
S 52 858,617

H 12 262,287

H 13 155,434
H 14 206,504

H 15 166,052
H 16 186,096

H 17 144,566
H 18 221,144

H 19 312,775

H 20 157,088
H 21 566,355

H 22 216,573
H 23 243,798

H 24 250,000

年次別の建設改良費 
創設が昭和48年なら40のデータ入力 

最新の決算値 
約25のデータ入力 



 ステップ１ ひととおりやってみる 

資産の健全度（構造物及び設備）
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平成２５年度の成果報告 

説 明 内 容 



平成２５年度の成果報告 

① 簡易支援ツールのステップ３では、施設毎に更新基準を設定
することになるが、中小規模の水道事業者にとってはその検
討は容易ではない。そこで、施設の更新実績を踏まえた更新
基準の設定例について検討した。 
 

② アセットマネジメントを実施し、中長期的視点にたって、水道施
設を維持管理していく費用と財源の見通しについて、利用者
へ客観的でわかりやすく情報提供するための項目（案）を策定
した。 
 

③ 簡易支援ツールを使用した水道事業の広域化の効果を算定
するマニュアルを策定した。これにより、水道事業者等が自ら
広域化の効果を簡単に算出できる。 

これらについては、H25年度末までに 
水道事業者等へ配布する予定である 



① 実使用年数に基づく更新基準の設定例 

「簡易支援ツール」のステップ3においては、実使用年数等
により施設毎に更新基準を設定する必要がある。 
 

しかし、中小規模の水道事業者においては、施設毎の更新
基準の設定は容易ではない。 
 

そこで、日本水道協会、水道技術研究センター、関西水道
事業研究会等の調査事例より、施設毎の更新実績を整理し
て、更新実績を踏まえた更新基準の設定例について検討し
た。 
 

なお、あくまでも設定例なので、目安と考え、事業者の実情
（施設の重要度、劣化状況、維持管理状況、管路の布設環
境等）を踏まえた設定を心がけていただきたい。 



  
更新基準の初期

設定値 
（法定耐用年数） 

実使用年数の設定値例 

  
平均的な年

数 

建築 50年 65年～75年 70年 

土木 60年、45年* 65年～90年 73年 

電気 15年 ** 23年～26年 25年 

機械 15年 21年～26年 24年 

計装 － ** 18年～23年 21年 

* SUS配水池に適用 
**電気は、計装設備を含む設定 

簡易支援ツールにおける 
建築、土木、設備類の更新基準（実使用年数）の設定例 

① 実使用年数に基づく更新基準の設定例 



水道統計の管種区分 
法定耐用
年数 

実使用年数の設定値例 耐震性能 * 

  
事故率、耐震性能
を考慮した例** 

レベ
ル1 

レベル2 

鋳鉄管 （ダクタイル鋳鉄管は含まない） 

40年 

40年～50年 50年 × × 
ダクタイル鋳鉄管 耐震型継手を有する 

60年～80年 

80年 ○ ○ 
ダクタイル鋳鉄管 Ｋ形継手等を有するもののう
ち良い地盤に布設されている 

70年 ○ 注1） 

ダクタイル鋳鉄管(上記以外・不明なものを含む)  60年 ○ × 

鋼管 （溶接継手を有する） 
40年～70年 

70年 ○ ○ 
鋼管 （上記以外・不明なものを含む） 40年 － － 
石綿セメント管 (m) 40年 40年 × × 
硬質塩化ビニル管 （ＲＲロング継手等を有す
る） 

40年～60年 

60年 ○ 注2） 

硬質塩化ビニル管 （ＲＲ継手等を有する） 50年 ○ × 
硬質塩化ビニル管(上記以外・不明なものを含
む)  

40年 × × 

コンクリート管 40年 40年 － － 
鉛管  40年 40年 － － 
ポリエチレン管 （高密度、熱融着継手を有す
る） 40年～60年 

60年 ○ 注3） 

ポリエチレン管 （上記以外・不明なものを含む） 40年 ○ × 

ステンレス管 耐震型継手を有する 
40年～60年 

60年 ○ ○ 
ステンレス管 (上記以外・不明なものを含む） 40年 － － 

その他 （管種が不明のものを含む） 40年 40年 － － 

*  平成１８年度管路の耐震化に関する検討会報告書、平成19年3月 
   注1）～注3）は、検討会報告書を参照 
** 事故率及び耐震性能を考慮した設定の例ですので、管路の布設環境（地質、土壌の腐食性、ポリエチレンスリーブの有無等）、管種別の

布設時期、漏水事故実績等、事業体の実情を踏まえた設定を心がけてください。 

簡易支援ツールにおける管路の更新基準（実使用年数）の設定例 

① 実使用年数に基づく更新基準の設定例 



② 水道事業の現状等に関する情報提供の推進 

アセットマネジメントの結果に関して、利用者の水道事業に対
する理解を深めるために、水道事業の現状等について、利
用者へ情報提供することは水道事業者の責務である。※ 

 
しかし、例えば、簡易支援ツールを使用しアセットマネジメント

を実施した場合、結果として出力される図表等は多岐にわた
るため、それら図表等を適切に整理しないと利用者へ伝えた
いことが伝わらないことが想定される。 
 

そこで、中長期的視点にたった、水道施設を維持管理してい
く費用と財源の見通しについて、利用者へ客観的でわかりや
すく情報提供することを目的に、一案について作成した。 

※情報提供について、「水道事業者は、水道の需要者に対し、厚生労働省令で定めるところにより、第二十条第
一項の規定による水質検査の結果その他水道事業に関する情報を提供しなければならない（水道法第二十
四条の二）」と規定されており、「水道施設の整備その他水道事業に要する費用に関する事項（水道法施行規
則十七条の二第一項第三号）」などと具体的に定めている。 



水道事業の経営は「独立採算制」であり、水
道料金収入で事業を運営している。 

１．水道事業全般について 

普
及
率

（
％

）

87.6%
97.5%97.4%97.2%96.9%96.7%95.8%93.3%

97.5%97.5%97.3%97.1%96.8%96.6%94.7%91.5%80.8%

69.4%

53.4%

36.0%

26.2%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

1950 1960 1970 1980 1990 2000 2002 2004 2006 2008 2010

97.6%

2011

※海外では管路の老朽化に伴い、大規模な漏水による死亡事故が発生した。 

水道普及率の推移 
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※が付いている項目は、「その他」の中から特に多かった項目を抜粋

 

その他
10.5%

収益的収入
26.2億円

（事業運営の経費を賄う
ための収入）

水道料金
89.5％

手数料、受取利息等

東日本大震災に関する市民アンケート調査（仙台市） 

大規模な漏水事故 

② 水道事業の現状等に関する情報提供（事例） 

水道は生活に欠かすことのできないライフラ
インとなっている。 

水道は最も重要なインフラであるといえる。 

「独立採算の原則」 

地方公営企業法第十七条の二第
二項 

地方公営企業の特別会計におい
ては、その経費は、前項の規定
により地方公共団体の一般会計
又は他の特別会計において負担
するものを除き、当該地方公営企
業の経営に伴う収入をもつて充
てなければならない。  

水道施設の老朽化等に伴い適切な維持管理を
しなければ重大な事故に繋がる危険性がある。 



年度別の水道施設の資産額 

高度経済成長期等に整備された施設が今
後大幅な更新時期をむかえるため、更新
費用が増加することが予想される。 

２．本市の水道事業がおかれている状況について 
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※ 料金収入は、現行の水道料金における試算

人口と料金収入の見通し 

② 水道事業の現状等に関する情報提供（事例） 

少子高齢化による人口減少等による給水
量の減少に伴い、今後料金収入が減少す
ることが予想される。 



水道施設を健全な状態に維持していくために、
現在の更新事業費より多くの更新費用が今後
必要になる。 

１０年毎の更新費用の見通し 

３．更新費用と財政の見通しについて 
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資金残高がマイナス

左記で試算した更新工事を実施した場合の財政見通し 
（水道料金は据置） 

2052年度末時点（40年後）の不足額 ① 131億270万円 

平成24年度末の給水人口 ② 127,941人 

1人当たりの不足額 ③＝①÷② 10万2千円 

1世帯（平均2.7人/世帯）当たりの不足額 ④＝③×2.7 27万6千円 

② 水道事業の現状等に関する情報提供（事例） 

現行の水道料金で、左記の更新費用での財政見
通しを試算すると、事業運営のための資金がゼ
ロとなり、将来的に更新するための財源が確保
できなくなる。 

４０年後の不足額を1世帯当たりに換算すると約２８万円となる。 
この不足分を補えず、必要な施設の更新等ができなければ、これまでのように安全で安心な水
道水の安定供給ができなくなる恐れがある 

約131億円 



 本市では、今後更新費用の増加が予想される一方で、施設更新の財源は減少
することが見込まれている 

 職員数の削減や外部委託の導入などの経営努力による更なるコスト縮減を図
り、また広域化や官民連携等の推進により更なる事業の効率化を図り、今後
10年間で100億円の更新事業を実施できるよう、施設整備計画（老朽化した水
道施設の更新、施設の統廃合・規模縮小等）と経営計画を策定する予定であ
る 

４．今後の取組みについて 

 アセットマネジメントには、料金水準を変更し財源確保を行う検討も含ま
れるが、情報提供にあたっては、その料金の計画を含まない形であって
も、中長期的視点にたった、水道施設を維持管理していく費用と財源の
見通しについて、水道事業の現状等として、利用者へ積極的に情報提供
行っていただきたい。 
 

 なお、ここに示す内容は一事例であり、水道事業者の特性を踏まえた資
料とすることを期待する。 

② 水道事業の現状等に関する情報提供（事例） 

まとめ 



③ 簡易支援ツールを使用した水道事業の広域化効果の算定マニュアル 

 広域化の検討がなかなか進んでいない現状に鑑み、簡易支援ツールを用
いて事業統合を前提とした水道事業の広域化効果を算定するマニュアル
を策定した。 

 広域化する事業者ごとのアセットマネジメントをもとに、広域化による「水道
施設再編による統廃合」や「組織再編による効率化、包括委託による経費
削減」を簡易支援ツールの条件設定に反映させることで、広域化効果とし
て「水道施設の更新費用の削減」と「財政状況の改善」が算定できる。 

事業者ごとに簡易支援ツールを使用した 
アセットマネジメントを実施 

＜単独案＞ 

(1)広域化効果を算定するために必要な情報の整理広域化形態の整理 

(2)広域化後の更新費用の推計 

(4)広域化後の財政見通しの推計 

＜広域化案＞ 

(3)水道施設再編による整備の設定 

(5)広域化効果の算定 

本マニュアルを参照 

簡易支援ツールと
は別に検討 

簡易支援ツール 
マニュアルを参照 



 広域化効果は、広域化する事業者のアセットマネジメント結果（単独案）を
合算したものと、広域化した後のアセットマネジメント結果（広域化案）を比
較、検証することで算定できる。 

○ 工事費（更新費用等）      ○ 減価償却費            ○ 給水原価 

 

 

 

 

 

 

※期間合計                    ※期間合計                    ※中間年度、最終年度 
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※中間年度、最終年度                       ※中間年度、最終年度 

A 事業者         広域化案 

給
水
原
価 

 

○円 

○％の削減 

・・・ 

X 事業者         広域化案 

給
水
原
価 

 

○円 

○％の削減 

＜事業者ごとの単独案と広域化案の比較＞ ＜単独案の合算値と広域化案の比較＞ 

③ 簡易支援ツールを使用した水道事業の広域化効果の算定マニュアル 

水道事業の運営基盤の強化を図る有効な手段としての広域化検討
のスタートラインに立ち、発展的に広域化の議論進めていただきたい。 



簡易支援ツールの改良 

地方公営企業の会計基準関係の地方公営企業法施行令及
び同施行規則が改正され、平成２６年度予算及び決算から
改正後の会計制度が適用されることになる。簡易支援ツール
の財政部分の入力に関して、今回の会計制度の見直しに対
応するよう改良を行った。 
 

簡易支援ツールでは、将来必要な更新費用である更新需要
を算定する期間が将来４０年間であったが、更新基準を長く
設定した施設についてはその更新費用がこの４０年間に現
れないため、将来の更新費用が低めに算出されるということ
が生じていた。そこで、更新需要については、将来１００年間
まで算定できるように簡易支援ツールの改良を行った。 



アセットマネジメントの実施 

   

自らの水道事業を俯瞰し自らを知り 

持続可能な経営を目指す 

ま と め 

新水道ビジョン重点的な実現方策（アセットだけではない） 

 ◎発展的広域化 
 ◎官民連携の推進 
 ◎多様な手法による水供給 etc 

新たな視点、方策を組合せ 

50年、100年先を見据えた挑戦 

 アセットマネジメント未実施事業者 
   → まずはアセットマネジメントに着手 
 アセットマネジメントに着手した事業者 
   → アセットマネジメントの精度を向上させ、施設の再構築や規模の適正化

を考慮したアセットマネジメント（タイプ４Ｄ）を目指す 


